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1.は じめ に

バ ラ ッサ教授 に よる と,経 済統合 にはその深化 に応 じてい くつかの段 階があ るとい う.第 一段

階は,自 由貿易協定(FTA)で あ る.FTAは 加盟国間での関税 その他の貿易制 限 を廃止 し,域

外 か らの輸入に対 しては各 国が独 自の関税 を課す とい うもの であ る.も ちろん,ひ とつ の国が複

数 の相手 国 とFTAを 結 ぶ ことも可能 である.し か しなが ら,こ の段 階では,そ れ ぞれの協 定 国

が非協定 国に対 して独 自の関税水準 を設定す るために,迂 回貿易 とい う問題 が生ず るこ とにな る.

財 は,関 税水準 の最 も低 い国で輸入 され るこ とにな るため,輸 入が他 の国に転換 して しま う国の

関税収 入が減少 す る.こ の ような事 態 を避 け るために,NAFTAで 採用 され てい る ように,原

産地規制 とい う手段 を用い ることもあ るが,そ もそ も迂 回貿易 とい う現象 は,非 協定 国に対 して

各 国が それ ぞれ異 なる独 自の関税率 を設定す るために生ず る ものであ るので,第 三 国に対す る各

国の関税 を統一 しよ うと考 え るのは 自然 な流れであろ う.こ れが,経 済統合 の第二段階 に相 当す

る.自 由貿易協定か ら一歩進 んで,関 税水 準 の統一 を行 う関税 同盟(CU)の 段階 であ る.ひ と

つ の国が複数 の関税同盟 を結 ぶこ とはで きない.こ れ らの段 階では,財 やサー ビスの貿易 だ け を

統合 の対象 としてお り,生 産要素の域 内移 動 を自由化す るこ とは考慮 していない.

Mundel1(1957)は,財 の貿易 と生産要素移動 は代 替的であ るこ とを通常 の2財2要 素 モデ ル

で示 した.2財2要 素 モデルでは,財 の貿易 が生産要素価格 を均等化 させ るため に,財 の貿易 を

完全 に自由化 させ る と生産要素が国境 を越 えて移動す るインセンティブが な くなる.逆 に,生 産

要素の移動 が 自由であれば要素移 動が均衡 す るので,報 酬率 が一致 し財 の価格 は均 等化 す るため,

貿易 を行 う価格差要 因がな くなる.つ ま り,財 の移動が要素移動 を縮小化 させ るとい う意味 で,

財の貿易 が要素貿易 に代替す るので ある.こ の ような状 況の もでは,必 ず しも要素 の移動 を 自由

化 しな くて もよいか もしれない.し か しなが ら,現 実の経済 を見 る と財 の貿易 と要素移動 の代 替
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性 を保証す るような前提条件が満 たされて いるこ とは希 である.例 えば,生 産技術 の内外格差や,

生産 に特有 な資本設備の存在,規 模 の経済や市場 の不完全性 な ど数 え始めれば枚挙 に暇がない.

この よ うな状 況の下 では,Mundellが 言 うよ うに,財 の 貿易 と要素移 動が代 替的 とはな らず補

完 的 にな る.補 完 的 とは,財 の貿易 が増 える と要素 貿易 も増 える とい う状況 を意味す る.Mar-

kusen(1983)は,技 術格差,生 産税,独 占,規 模 に関す る収穫逓増,要 素市場 の歪みの存在 な

ど,現 実 の経済で一般 に観察 され る事実が,要 素移動 と貿易 とが補 完的にな る場合 の条件 とな る

こ とを明 らか に して い る.実 際,「 財 の貿易 と要 素移 動 は代替 的 かP」 とい う論 文 で,Wong

(1986)は 財 の貿易 と要素移動 は補完的 であ るこ とを現実デー タに基づ く実証研 究で明 らか に し

ている.

っ ま り,FTAあ るいはCUに よ り財 の貿易 が活発 化すればす るほ ど要素移動 を増加 させ るイ

ンセンティブが生 ず るため,協 定国内で要素移動 を 自由化 させ ようとい う動 きが起 こるの も自然

である.こ れが,経 済統合 の第三段 階で あ り,共 同市場(CM)に 相 当す る.財 ・サー ビスの貿

易 の 自由化 に加 え,要 素 が加盟 国間 を自由に移動 で きるようになる.さ らには,加 盟国間で経済

政策 の協調が行われ る経 済同盟(EU)と い う段 階や加盟 国間での共 通 な政 策 を決定す る機 関 を

もつ 「超」 国家的 な組織 が確 立 され る 「完全 な経済統合」段階が続 く.

即 ち,経 済統合 は財サー ビス貿易 の 自由化 か ら始 まって,生 産要素移動 の 自由化,経 済政 策の

共通化 とい う順序 で深化 してい くとい うのであ る.実 際の経 済統合 は必ず しもこのよ うな順序 で

進 むわけ ではな く,貿 易 の 自由化 と投資の 自由化 を含む ものや,貿 易の 自由化 と特定の職種 の労

働 力移動 の 自由化 などさまざまなバ リエー ションが存在す る.貿 易 の自由化 といって も,そ れは

完全 な 自由化 を理 念 とは しっっ も現実 には完全 自由化 でない場合 もある.

齋藤 ・齋藤(2005)で は,自 由貿易協定 とWTO体 制 による貿易 自由化 にっ いて比較検討 し,

最 恵国待 遇 と内国民待遇 とい う無差別原則 に基づ くWTO体 制 の下での 自由貿易化 の場 合 と比

べ て,FTAに よる自由化 の場合 には協定に参加 しない第三 国の厚生水 準 を引 き下 げ る場合 があ

ることを示 した.し か しなが ら,そ こで考察 していたのは財 の貿易 自由化 に対 す る影響 であ り,

生産要素 の域 内移 動の 自由化 は考察の対象 とは していなか った.そ こで,本 稿 では生産要素移動

の 自由化 を行 う場合 に着 目 して,経 済統合 の厚生経済学的帰結について考察 しよ うと思 う.特 に,

財の貿易 が完全 には 自由化 されていない場合 に要素移動 の 自由化 を行 う場合 に焦点 を当てたい.

とい うの も,齋 藤 ・齋藤(2005)で 明 らかに した ように,い くつ かのFTAの 締結事例 を観 察す

る と,貿 易 自由協定 には例外規定が存在す る場合が 多いこ と,し か も例 外 品 目とな ってい るのは

関税率 の相 当高い ものがそのほ とん どであるか らであ る.つ ま り,地 域経済統合 の コンテ クス ト

で生産要素 の国際 間移動 の 自由化 を考 え る ときに は,「 例 外規定」 とい う財 の貿易 に関す るデ ィ

ス トー シ ョンを前提 として要素移 動の 自由化 を行 う可 能性 を排除 で きないか らで あ り,「 デ ィス

トー シ ョンが複数存在す る場合 に,特 定のデ ィス トー ションを削減 した として も必ず しも経済厚

生は改善 しない」 とい う齋藤 ・齋藤(1999)で 得 られた基本的 メッセー ジが この場合 に も成立す

るか どうか,確 認 したいか らで もあ る.
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国際的 な要素移動につ いての既存 の研究 には,発 展途上 国におけ る資本流入 と経済厚生 につ い

て考察 したBrecherandAlejando(1977)を は じめ,最 近 で は発 展途上 国 を対 象 にHarris-

Todaro仮 説や農工間の二重構造 な ど労働市場 の不完全性 を考 慮 した場合 に資本流入 が国民所得

や経済構成に及ぼす影響 を分析 しているHamidandYabuuchi(2001),Chakraborty(2001),

Chaudhuri(2005)な どがあ る.ま た,先 進国経=済へ 目を向け る と,LovelyandRichardson

(1998),FeenstraandHansen(1996)やMarkusenandVenables(1997)な ど発展展途上 国か

らの労働 集約財 の輸入増大や 熟練労働力 と資本 とが 同時 に国際移動 す る多国籍企業 によ る海外 直

接投 資によ り熟練労働 者 と未熟練労働者 の賃金格差 が拡大す るか とい う所得分 配の議論 はあ るが,

地域経済統合 の段階的 な深化 との関連 で要素移動 の厚生経済学的帰結について考察 してい る既 存

の研究 は見あた らず,本 研究 のオ リジナ リティな点 である.

本稿 では,財 の貿易 の国境措 置が存在す る とい う条件 の下 での生産要素 の国際移動 につ いて双

対理論 を応用 して経済厚生 を評価す る.分 析 が飛躍的 に容易 にな るか らであ る.特 殊生産要素 モ

デル を基本 モデル として援用 す るが,双 対理論 だけではこの モデルの特徴 を浮 き彫 りにす ること

は難 しい.そ こで,先 ず は じめに,第2節 では2財3要 素 モデルの構造 と基本 的な性質 につ いて

整理す る.第3節 は,財 の貿易 と要素 の国際移動 につ いての考察 で ある.第4節 は要素 の国際移

動 を経済厚生の視点か ら評価 す る.最 後の節は,全 体の要約 と今後 の課題 につ いてのま とめ であ

る.

2.2財3要 素 モデル とその性 質

通常 の貿易理論 では,2財2要 素 モデルが使 われ るこ とが 多い.2財3要 素 モデルは通常 のモ

デルで要素 の数 をひ とつ増や しただけであるが,そ の性質 は大 き く異な る.3つ の生産要素 はひ

とつ の一般要素 とふたつの特殊要素 に分 け られ る.一 般 要素 とい うのは,産 業 間 を自由に移 動 で

きる生産要素 であ り,特 殊生産要素 とは産業 固有 の要素 で あ り部 門間 を移動す るこ とはで きない

要素 である.特 殊生産要素 は物質的性質の全 く異 な る土地 と資本 であった り,ふ たつ とも資本 で

あった り,熟 練労働 と未熟練労働 であった り,考 察 の対象 とす る経 済問題 の 目的 に応 じて対応す

る生産要素 も異な る.こ こでは,要 素移動の問題 を考 えるの で,特 殊要素 は資本 であ り,こ れ ら

は時 間の経緯 とともに産 業間 を移動可能 であるもの と仮 定す る.最 初 に短期,中 期,長 期 の定義

を行 う.先 ず,す べ ての生産要素が移 動可能 とな るほどの時間 を長期 と呼ぶ.即 ち,長 期 では特

殊要素 であろ うとも産業 間 を移動可能 な期 間であ る.こ れに対 して中期 とは,特 殊 要素 は産 業 間

を移動 できないが一般要素 は移動可能 であるような期間,短 期 とはいずれの生産要素 とも産 業 間

を移動 できないほ どの短 い期 間 を表す もの とす る.ま た,小 国の場合 につ いて考 えるの で,財 の

価格 は与件 であ る.一 般要素 を労働(Lゴ),特 殊生産要素 を(K1,KZ)と す る.財((2、)は,規

模 に関 して収穫一定 とな る生産関数

.7Q
;=F(L;,K;)

によって生産 され る もの とす る.財 の価格 を抑,一 般要素 に対す る報酬 をw;,特 殊 生産要 素 に
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対 す る報 酬率 を7ゴ とす る と,利 潤最 大 化 の一 階 の条 件 か ら

{
w;=P、F翌(瓦,L;)

乃=ρ 。&ノ(K;,L;)

が 成 り立 つ.ま た,超 過 利 潤 は発 生 しな い とい う競 争 利 潤 の条 件 か ら

{
eKlrl十BLlwl=pl

eK2r2十eL2w2=p2

が 従 う.但 し,鶏 な ど,文 字 の上 に 「{」 が つ い た もの は変 化 率 を表 す.ま た,θ 幻,θLゴは そ れ

ぞ れ特 殊 生 産 要 素 お よび一 般 要 素 の コス トシェ ア で あ り

{ psF'

eL,=(FLL;)/F'

で定義 され るものである.要 素報酬率に添字 をつけてい るのは部 門間の要素報酬格 差の分析 に必

要 だか らで あ る.競 争利潤 の条件 か ら,も し生産 物価 格が変化 しなければpが ゼ ロなので,一

般要素 と特殊要素報酬の動 きは逆 になる.ま た,極 端 な場合 を想定 し,特 殊 要素 も自由に産業間

を移動 で きるような 「長期 」 を前提 とす る とすべ ての要素が一般要素 となるの で,要 素報酬 を区

別 す る必要 がな くなる.こ の場合 には,競 争利潤の条件 より

1(1)i
v=0(Bxapi‐exipa)

縦 う.但 し,△-BLIBL2(θ κ2θ κ1e
izBL1)で あ り,第 ・財 が 労 熊 繍 で あれ ば その 値 は正 とな る.

生産物価格 と要素価格 との関係 は次 の ように ま とめ ることが できる:

・ある財 の価格上昇 は
,そ の財 の生産 に集約的に投入す る生産要素 の報酬 を引 き上げ,他 の要

素報酬 を引 き下 げる

利潤最大化 の1階 の条件の対数微分 をとれば,例 えばwj=鶏+窺'(K;,L;)な どが成立す るの

で,各 産 業部 門における要素代 替の弾力性の定義

の=(FZ.F差)/(FKZF')

を使 って整理 す る と

K1-L1-61B
K1(wl-Pl)

ム ー瓦 「 釜(71-P1)

砕 ム 「 宏(w2-pa)

z

L2-r12-e
L2(YZ-p2」

な どが 成 り立 つ.生 産 要 素 賦 存 量 をL,K1,KZと す る と,中 期 的 に は
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L1十L2=L

が成立 し,長 期 的には

瓦+Kz-K(特 殊要素 の賦 存量 の和)

が成 り立っ.

モデルの設定が完 了 したので,比 較静学 を行 う.先 ずは短期 の場合 を扱 う.短 期 とはすべ ての

生産要素が産業間 を移動 しないよ うな短 い期 間なので

{急‡1
が成 り立っている.こ の とき,利 潤最 大化 の一階 の条件か ら

{鷺:plpa

で あ る.第2産 業 の価 格 が変 化 せ ず,第1財 の価 格 のみ 下 落 す る と仮 定 す る と,当 該 部 門 で雇 用

され て い る生 産 要 素 の報 酬 率 は生産 物価 格 の下 落率 と同 じ割合 で下 落 す る.短 期 で は 蕨 く 勿2=0

なの で ω1〈 ω2と な り,第1産 業 か ら第2産 業 へ 労 働 が 移 動 す る誘 因が 発 生 す る.も し,賃 金 の

下 方 硬 直性 な ど何 らか の要 因 で要 素価 格 が不 変 で あ る とす る と,当 該 産 業 で 雇用 され て い る生 産

要 素 の 一部 が 「失 業 」 し,「 失 業 」 した 労働 は新 た な就 業 機 会 を求 め て産 業 間 を移 動 す る こ とに

な る.

つ ぎに,巾 期 を考 え る.一 般 要 素 は産 業 間 を 自由 に移 動 可 能 であ る一 方,特 殊 要 素 は産 業 間 を

移 動 す る こ とは で きな い よ うな期 間 で あ る.要 素 市場 の均 衡 条件 は

L1十 五2=L

な の で,こ れ を微 分 して

LIL1十L2L2=dL

またtw、-wz(?.0、=ZU2)が 成 り立つ3).こ の と き,一 般要 素 に対 す る報 酬 率 は

の一BK26iLiB
xa6iLi-f-Bxi62Lzpi+eTK162L2TBK261Ti+eK162T2p2(

2)

eKleKZ(L
IK1+L2K2-dL)+B

K2(SIL1+eK162L2

とな る.こ の 式か ら,

一 般 要 素 報酬 率 に関 して

・一 般 要 素 に対 す る報 酬率 は財 の価 格 ,生 産 要素 賦 存量 に依 存 す る

・財 の価 格 が上 昇(下 落)す る と,一 般 要 素 価格 は上 昇(下 落)す る

・第1産 業 の特 殊 要 素 の 増加(減 少)は
,一 般 要素 価 格 を上 昇(下 落)さ せ る

・一 般 要 素 の賦 存量 の増加 は
,一 般 要 素 価 格 を下 落 させ る

とい う性 質 が 導 き出せ る.次 に,特 殊 要 素 に対 す る報酬 率 を求 め る と次 の よ うに な る:

3)一 般要素の市場均衡条件 を変形す る際,要 素賦存量については変化率 ではな く差分(dL)を とっている.

これは,計 算を容易にするためである.



66 季刊 創 価 経 済 論 集

名一(1+e
K2♂BLi62LzL1+BK162L2)pl一 躍 鉾 島 ♂評

一eK

eK261L1.羊BL1、62L2(磁+磁 一 必

r2-一 曜 解 勧 評+(・+e
K、σ・砦1旱1潔1、σ・L,)pa

一
曜 会 豊1♂ 瓦(磁+磁 一の

Vol.XXXV,No.1.2.3.4

(3)

この式か ら,

特殊 生産要素 報酬率 につ いて

・特殊 生産要素 に対す る報酬率 は財 の価格
,生 産要素賦存量 に依 存す る

・ある財の価格上昇 は,当 該財 の特殊要素 の報酬率 を価格上昇率 以上 に引 き上げ(拡 大効果),

他 の特殊要素 の報酬率 を引 き下 げ る.

・特殊 要素の増加 は
,す べ ての産業 の特殊要素 の報酬率 を引 き下げ る

・一般 要素の賦存量 の増加 は,特 殊要素 の報酬率 を引 き上げ る

とい う性 質が導 き出せ る.ま た,一 般要素 の産業 間配分 は次の式で求 め られ る:

ム ー 曜 £162L2
1-1-Bxi62Lzpi一 躍 £i肇髭1♂LZpz

+躍 解 論 訴 一 伽 ♂exz61L2L
1-1-exi62L2Kz+碗 ♂語 飴 ジ

i2-一 嗣 呈鷺
、62L2pi+曜 匿鷺1♂ 評

一BK162E-1
Bxa61L1+Bxi6ZL2Ki+伽 ♂解 爺 爺+伽 ♂Bxi62L1+eK162L2dL

{4)

この式 よ り,

・ある財 の価格上昇 は
,当 該財へ の一般要素 の配分 を増加 させ,他 の財へ の配分 を減少 させ る

・ある産 業の特殊要素の賦 存量の増加 は
,当 該産業へ の一般 要素 の配分 を増加 させ他 の財への

配分 を減少 させ る

・一般 要素 の賦存量 の増加 は,す べ ての部 門へ の一般要素の配分 を増加 させ る

とい う性 質 を導 き出す こ とが できる.ま た,特 殊要素 モデルでは,特 殊要素が産業 内で固定 され

て いるため,一 般要素 の投入量 と生産量 とは正の関係 とな るので,生 産量 に対す る比較静学 の結

果 は一般 要素 の産業 間配分 の結果 と一致す る.こ れ らの比較静学の結果 をまとめ る と,表1の よ

うになる.こ れ らの符号条件 は,要 素移動 と経済厚生 の関係 を評価 す る際 に頻繁に用い られる も

の である.

最後 に長期 の場合 につ いて ま とめ よう.長 期 的には特殊要素は産業 間 を自由に移動 す るこ とが

で きるので,特 殊要素 の報酬率 は産業 間で均等化 し,モ デルは通常 の2財2要 素 モデルに完全 に

一致 す る
.「 特殊要素 」(こ の場合 には,一 般要素 と呼ぶべ き)の 市場均衡式 は

瓦 十K2=K

となる.こ の とき,要 素報酬率 はすでに(1)式 で求め た ように,一 国の要素賦 存量 とは無関係
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表1特 殊生産要素モデルの比較静学の結果

67

外 生 変 数

Pl メ)2 κ1 -12 五

内

生

変

数

w 十 十 十 十 一

rz 十
一 一 一 十

r2
一 十 一 一 十

L1 十 一 十 一 十

Lz
一 十 一 十 十

Qエ
一F一 一

十 一 十

QZ 一 十 一 十 十

とな り

・あ る財の価格上昇 は,そ の財の生産 に集約的 に投入す る生産要素 の報酬 を引 き上 げ,他 の要

素報酬 を引 き下 げ る

という性質 を持つ.長 期 の場合 の要素報酬率 は財の価格 のみに依存 し,生 産要素賦 存量 には依存

しない点が中期 の場合 と異 な るこ とには留意す る必要が ある.

また,生 産技術 は規模 に関 して収穫一定 なので生産物1単 位 あた りの要素投入量 は生産量 とは

無関係 とな り,要 素価格 のみの関数 とな る.こ れ らをarc;(w,r),aL,(w,Y)と お くと,要 素 市

場の均衡条件 は

{雛灘麗齢縞
とな り,価 格が変化 しない とい う条件 の下 で,要 素賦存量が変化す るときに生産 量に及 ぼす影響

を変化率 タームで表す と

に;1:1∴甑 ㈲
となる.但 し,λ 。、=aLZXi・/Lで あ り,第1産 業が労働集約 的で あれば λ五、〉λL2が成 り立つ ので,

・あ る生産要素賦 存量の増加 は,そ の生産要素 を集約 的に投 入す る産業 の生産 量 を増加 させ他

の財 の生産 を縮小 させ る

こ とが示せ る.ま た,競 争利潤条件は

{
pi=aL、(w,Y)w一 卜碗1(w,r)r=Ci(w,r)(6}

p,=CILa(w,Y)w+ax、(w,Y)r=c、(w,r)

と も 書 け る が,ふ た つ の 産 業 で の 要 素 集 約 度 が 一 致 せ ず,さ ら に 逆 転 も し な い と い う 条 件 の も と

で は,要 素 報 酬 率 に つ い て 解 く こ と が で き

{
w'-w'(p',擁)

(7)
r'=〆(pi,p'a)
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と表 現 で き る.つ ま り,

・生産 技術 が各 国 で 同一 であ れ ば
,財 の価格 一 致 は生 産 要 素 報酬 率 が 国際 間 で一致 す る

とい う,要 素 価 格 均 等 化 の 性質 を示 す こ とが で き る4).

最 後 に,技 術 格 差 と比較 優 位 の 関係 につ いて考 察 す る.技 術格 差 を表 現 す るパ ラ メー ター をt

とす る.こ の とき,投 入係 数 を α幻(w,r;t),aL,(w,r;t)と お き,次 の よ うに展 開す る:

aij-daZ,a
Z,一(waaZ,dwai;aww+raaZ;draZ;arr)+毒1撫

これは,投 入係数 の変化 をふたつの要 因に分解 した式 と見 なす こ とがで きる.右 辺第一項 は,要

素価格 の変化 に よる投入量の変化 なので価格効果 とよび 傷 で表 そ う.第 二項 は技術パ ラメー タ

ーに よる投入量の変化 なので技術格差効果 と見 なす
.い ま,高 度 な技術 ほ ど投入要素 を削減 で き

る もの とし,技 術格差効果 に負号 をつけて

aijoft

と定義 す る.技 術 が効率的 なほ ど技術パ ラメー ター'の 値 は大 きくな ると考 える.こ の とき,

aZ;(w,r;t)=cZ,(w,r)‐bi;(t)

と書け る.生 産要素 の完全 雇用の条件

{雛1;;灘 雛 写;;1)Q2-TQZ=K

を微分 して整理すると
ハ ハ 　 ハ

{漁瀦潔 儒 雛瀞甑 控歳:扇
となる.但 し,あ=砺Xノ 五,λKF伽X/Kで ある.右 辺第三項 を

隠謡識
と定義 す る と,

隠 ‡樵(L+危)一[λ 。、∂。、+λ。、CL、](κ+欺)一[λκ、Cg、+λκ、Cg、]

また,競 争利潤条件を微分 して変形す ると

{驚鰍:;=徽 雛1:ll{搬1激ll
とな る5).再 び,右 辺 第三 項 を

隠 ‡宏謡
と定義 す る.包 絡線定理 を使 って整理す る と

4)貿 易に参加す る国々の生産要素賦存量が極端に異ならないという条件が必要である.

5)eL;,θ 幻などは上 で定義 した とお りである.
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{
BLIiv十 θκ1テ=ガ1十 箱

BLZw+VK2Y=ガ2+π ～

とな るの で,要 素 報 酬 率 につ いて解 くと

{凛 惣 ∴ ∴(s)
を得 る.要 素価格 比率 の変化 は

..,1
{(pl-pz)一 ト((π1一 πセ))}(9)w一 フ/=e

el‐eL2

とな る.

また,財 の価格 が変化 しない とい う条件 の下 で要素賦 存量が生産 量 に及ぼす効果 を見 る と

に;1;1;::1∵∴3∴Coo)
となる.こ れ らを見 ると,技 術格 差の効果 には,価 格 に対す る効果 と要素賦存量 に対す る効 果 と

ふたつ の効果が生 じるこ とが理解 で きる.こ れ らの効果 の関係 につ いて は,表2に ま とめ た通 り

である.

表2技 術格差のふt一つの効果

6.1 bL2 →π乙:労働に対する要素賦存量効果

6K、 6κ2 →πκ:資 本に対す る要素賦存量効果

↓ ↓

π1

第1財 の価格

に対する効果

亀

第2財 の価格

に対す る効果

最後 に技術格差 と比較優位 の関係 を性質 として ま とめておこ う:

・第1財 の生産 技術が優 れていれば優れ ているほ ど
,第1財 の生産 に集約 的 に投入 され る生産

要素 に対す る報酬 は相 対的に高 くなるこ とがわか る

・生産要素賦 存量が全 く等 しくとも,効 率 的な生産技術 を持つ国 は,そ の財 に比較優位 を持つ

3.財 の貿 易 と要 素移 動

本節 では,財 の貿易 を 自由化 し貿易量が増 える場合 に要素の国際間移動 は抑 制 され るのか,そ

れ とも促進 され るか につ いて考察す る.例 えば,輸 出相手先 に直接 投資 を行 った場合 につ いて考

えよう.貿 易相手 国に直接 投資 を行 い生産 に必要 な生産要素 を移動 させ,貿 易相 手国で最終財 の

生産 ・販売 を行 った り,輸 出拠点 として第三国へ の輸 出 を行 った りす るようになれば,当 該財 の
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自国か らの輸 出は減少す る.し か しなが ら,最 終財 を組み立て るためのパーツが もし直接投資先

で生産 で きなければ中間財 の貿易 は生産要素移動 の規模 に応 じて増加す る.こ の ように,生 産要

素移 動 の拡大が財の貿易 を縮小 させ る とき要素移動 と財の貿易 は代替的であ るといい,財 ・サー

ビスの貿易 の拡大が生産要素移動 を増や す とき,財 の貿易 と要素移動 は補完的であ るとい う.

生 産要 素移 動 と財 の貿易 の代 替性 につ いて初 め て指 摘 した の はMunde11(1957)で あ る.

Munde11は,標 準的 な2財2要 素 の小 国 モデ ル を援用 した.こ の標準 的 なモデル では,生 産 技

術 も嗜好 も貿易 に参加 す る国の間で同一 であ り,生 産技術 は規模 に関 して収穫一定 であ り,な お

かつ選好 を表す効用関数 は ホモセティ ックであ る と想定 されて いる.生 産要素賦 存量だけが貿易

に参加 す る国々で異 なる.

自国が相対 的に資本 の豊富な国であ るもの とす る と,資 本 を集約 的に投入 して生産 を行 う財 に

比較優位 を持 つ ことになるので,自 国においては資本集約財が輸 出財 とな り,外 国は労働集約財

が輸出財 となる.第2節 の(7)式 よ り,自 由貿易 の状態 では,両 国の財の価格 は一致す るので,

要素価 格均 等化 の定理 よ り,生 産要素賦存量 にそれほ ど大 きな違 いが なければ,た とえ要素 の国

際移動 を認め な くとも要素価格はふたつ の国の間 で均 等化す る.

要素価格 が均 等化 しているの で,仮 に生産要素の国際移動 を自由化 した として も,生 産要素が

国境 を越 えて移動 す る誘 因は存在 しない.逆 に,財 の貿易 を制 限 し,生 産要素 の国際移動 を自由

化す る場合 を考 えてみ よう.財 の貿易が制 限 され ているので,財 の価格 が一致す る保 証はないが,

生産要素価格が異な っていれば,要 素移動 の誘 因が働 く.移 動 コス トを無視 で きるとすれば,自

由な要素移動 によ り国際間で要素報酬率 は一致す る.と ころで,生 産技術 は規模 に関 して収穫一

定 であ り,な おかつ国際間で同一 なので,要 素価格が一致す ることによって,生 産物価格 も均等

化す るこ とにな り,財 の貿易 を行 う誘 因は消滅す る.財 の貿易 と要素移動が完全 に代替す るので

あ る.

ここで財 の輸入 に関 して関税 を賦課 した とす る.こ の とき,貿 易 に参加 す る国の問で,財 の価

格 が一致す る保証 はない.一 般 には,財 の価格 は異なるはずであ り,要 素価格 は均等化せず 内外

価格差 が存在す るこ とになる.自 国の輸入財 が労働集約的 であ ることを考 える と,自 国の賃金率

は上昇 し,資 本 の レンタルプ ライスは下落す る.移 動 コス トを無視す ると,生 産要素移動 の誘 因

が生ず る.要 素移動の 国際移動 を許可す る とt自 国へ の労働 流入や 資本 の海外流出が発生す る.

つ ま り,財 の貿易 と要素移動 を完全 に代替 させ るモデルであって も,貿 易 を完全 に 自由化 しな

い場合 には,要 素価格が均等化 しないので,要 素価格 の内外格差が移動 コス トよ りも大 きければ

生産要素 が国境 を越 えて移動す る誘 因が発生す る.

では,要 素移動 と貿易が補完 的な場合 は どうで あろ うか.Markusen(1983)は,技 術格差,

生産税,独 占,規 模 に関す る収穫逓 増,要 素市場 の歪みの存在 な ど,要 素移動 と貿易 とが補完的

にな るための条件につ いて吟味 した.現 実 の市場 を見渡 す とき,こ れ らの条件 は至 る所 に散見 さ

れ る.こ こでは,第2節 で導入 した2財3要 素 モデルで考 え よう.生 産技術,特 殊生産要素 の賦

存量 はふ たつの国で同一 だが,一 般 生産要素 である労働 の賦存量が異 なるもの とす る.さ らに,
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説明の都合上,部 門間で も生産技術 は同一 であ るもの とす る.産 業 の違 いは投入す る特殊生産要

素の違いだけであ り,国 の違 いは労働賦 存量の違 いだけであ る.当 初,両 国の 間の財価格 も一致

しているもの とす る.

初期 の状 態では,貿 易 が起 こる誘 因はない.し か し,2節(2)式 よ り,労 働 の豊富 な国で は

賃金率 が低 いため,(3)式 で見 たよ うに,特 殊生産要素 に対す る報酬率 はふ たつの生産部 門 とも,

外 国の報酬率 よりも高 くな る.も し,少 な くともひ とつの特殊生産要素 の国際移 動 を許す と,当

該生産要素 は外国か ら自国へ と国境 を越 えて移動す る.す る と,財 価格 の内外格 差が発生 し,貿

易開始の誘 因 となる.

もうひ とつ例 を挙 げ る.標 準的 な2財2要 素 モデルであ る.こ こでは,想 定 を変更 して生産要

素賦存量は両 国で相 等 しい もの とす る.す べ ての条件が等 しい と貿易 は起 こらないの で,技 術格

差 を想定 す る.自 国の第2財(資 本集約財)の 生産技術 が外 国の それ と比べ て 「Hicksの 意味」

で優れてい る もの とす る(第2節 の技術格差 を表 す項 がbK2=bL2を 満 たす場合6)).ふ たつ の国

の間で生産要素賦存量は同一だが,資 本集約財 の生産技術 が効率 的 であ るため,(10)式 よ り自

国は外国 と比べ よ り多 くの第2財 を生産す るこ と,(8)式 よ り資本の レンタルプ ライスが上昇す

るこ とがわか る.資 本集約財 の生産 技術 が効率的 であるため,自 国 ではあたか も第2財 の価格 が

上昇 し,か つ資本の賦存量が増 えたよ うな状況 になるか らであ る.特 殊生産要素 の収益率 の 内外

格差 によ り,資 本は外 国か ら自国に流入す る.

Wong(1988)は,財 貿易 と生産要素 の国際移動が代 替的か補完 的か を,現 実 に観 察 されたデ

ー タに基づ いて実証分析 を行 って いる
.観 察結果 は,補 完性 を支持す る もので あった.す なわ ち,

これ を地域経済統合 とい う立場か ら解釈す ると,自 由貿易協定 によって 自由貿易 を妨 げ る国境措

置 を廃止すればす るほ ど,要 素移動 の国際移動 の誘 因が増す こ とにな り,要 素移動 の 自由化 の必

要性が高 まる.

したがって,生 産要素 の国際移動 が許 される と,財 の貿易 と要素移 動が補完 的 とな る条件 を満

たせ ば,関 税 とい う国境政策が な くとも要素移動 が生ず る.ま た,要 素価格 が均等化 す るような

世界であって も,関 税が賦課 されていれば生産要素 の国際移動 は生ず るのであ る.

ここで関税の削減 を行 った場合 の調整過程 を考 える.先 ずは,生 産 要素 の国際移動 がない場合

について考 えよう.第1財 を労働集約財,第2財 を資本集約財 とし,自 国は第2財 に比較優位 を

持つ もの とす る.今,貿 易 自由化 によ り,第1財 価格が下 落(pz<0)し た とす る と,短 期 的は

第1部 門の賃金率,特 殊要素 に対す る報酬率 は第1財 の価格下落率 と同率 で下落 し,部 門間の要

素 報酬率格差が生 ず る.関 税削減 の直後 は生産要素 の部 門間移 動は生 じないが,や がて一般要素

であ る労働が第1部 門か ら第2部 門へ と移動す る.こ の とき,第 一財産業 に投入 されてい る資本

に対す る報酬率 は下 落す る.し か も,下 落率 は財価 格の下落率以上 で ある(拡 大効果).賃 金率

も下落す る.ま た,第 二財産 業に投入 され ている資本 に対す る報酬率 は上昇す る.資 本 に対す る

6)第2表 を参 照 の こ と.
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報酬率 が部 門間で異 なるため,第1産 業か ら第2産 業へ と資本 の部 門間移動 が生ず る.そ の結果,

第1部 門での資本 の報酬率 は上昇 し,第2部 門での報酬率 は下 落 し,や がて均 等化 す る.生 産点

は,中 期 的には生産 フロンテ ィアの内側に移 るものの,長 期的にはフロンティア上 に戻 る.生 産

要素の国際移動 を考 えて いないため,生 産 フロンテ ィアが シフ トす るこ とはないが,要 素 の国際

移動 を認め る場合 には,要 素 の国際移動が生ず るため生産 フロンテ ィア 自体 が シフ トす るこ とに

なる.こ の調整過程 は,国 内の産業調 整のプ ロセス として知 られてい るこ とである.産 業調整の

過程 では,経 済厚生が悪化す る場合 があ る7).

次 に,生 産要素 の国際移動 を考 えよう.生 産要素 が国際的に移動 してい るときには,同 時に国

内の産業間 も自由に移動 してい る と考 えるのが 自然 であろうが,こ こでは,生 産要素は国内産業

間 を移動す るこ とはで きないが,産 業 内では国境 を越 えて 自由に移動 で きるもの とす る.但 し,

労働 の国際移動は禁 止 してお く.ま た,国 際 間で生産技術 は同一 であるもの とす る.図3は,各

産業 の生産要素価格 フロンティア を描 いた ものである.こ の図の縦軸は賃金率,横 軸 は資本 の報

酬率 を表 している.ま た,生 産要素価格 フ ロンティア とは,生 産物価格 を与件 とした ときの単位

費用曲線 であ り,接 線の傾 きは資本 ・労働比率 を表す.図3を 見 ると,第1産 業が資本集約 的,

第2産 業 が労 働 集約 的 であ る こ とが わか る.さ て,長 期 的 な均 衡 点 はpi=cl(w,rl)とp2=

c2(w,Yz)の 交点 で与え られ るもの とす る.こ の よ うな状態か ら,自 国の第1産 業,第2産 業 か

7)附 論 を参 照 の こ と.
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ら特殊要素 を外 国へ若干移 した場合 の均衡 点 を当初 の均衡 点 としよう.こ の とき,自 国は労働が

相 対的に豊富な国 とな る.第2節 の(2)式 よ り賃金率 は 自国 の方が割安 となって いる.こ れ を

図示 した ものが,図3の が であ る.生 産技術 は 自国,外 国で同一 なの で要素価格 フRン テ ィア

は これ らの国で一致 して い る.自 国の賃金率 は外 国の それ(wF)よ りも割安 とな って いる.こ

の とき,第 ブ産 業の特殊要素 に対 す る報 酬率 はwHと 要素価 格 フロ ンティア(p;=c;(w,rj))

との交点 で与 えられ るので ポ となって いる.自 国は労働豊富 国であ り第1財 は資本集約財 なの

で,自 国は比較劣位産業 を保護す るために関税政策 を採用 してい るもの とす る.い ま,自 国が そ

の関税率 を削減 す ると,第1財 の要素価格 フロンティアは原点方向ヘ シフ トしpi-C、(w,rl)と

なる.

第(2)式 より,賃 金率 は下 落す るの で,そ の水 準 を ガ としよう.こ の とき,特 殊要素 に対

す る報酬率 は 擢 とな るが,そ の変化 は(3)式 と整合的 であ る.で は,要 素 流 入 に よる要素 価

格 などへ の影響 は どうな るだろ うか.第2節 で導 いた諸 性質 に よ り考察す る.

図3の 要素価格 フ ロンティアよ り

・自国の特殊要素 に対す る報酬率 は外 国 よ りも高 いので資本流入が起 こる

・一般要素であ る労働 は流 出す る誘 因が働 く(し か し
,労 働 の国際移動 は認め ていない)

こ とがわか る.ま た,第2節 の,式(2),(3),(4)を 使 うと

第1産 業 に特殊要素が流 出す る場合 には

・特殊生産要素 の報酬率 は第一財産業,第 二財産業 ともに下落す る

・一般生産要素 の報酬率 は上昇す る

・第一財の生産量 は増加 し
,第 二財 の生産量 は減少す る

第2産 業の特殊要素が流入す る場合 も同様 に して

・特殊生産要素 の報酬率 は第一財産業,第 二財産業 ともに下落す る

・一般生産要素 の報酬率 は上昇す る

・第一財の生産量 は減少 し
,第 二財 の生産量 は増加 す る

とな るこ とがわか る.こ の とき,生 産要素価格 の動 きは図3で 言 うと,当 初 の要素 価格 フロンテ

ィアの交点へ収 束す るよ うな移動 とな る.ど ちらの特殊要素が 自国に流入 して も図3で の移 動の

方向は同 じなので,第1部 門へ資本 が流入す る もの とす ると,自 国の第1財 の生産 は増加 し,外

国の第1財 の生産 は減少す る.自 国は第1財 を輸 入 してい るとい う前提 なので,自 国は比較劣位

産業 の生産 を増加 させ,外 国は比較優位産業の生産 を減少 させ て しま う.ま た,こ の ような要素

移動 は,貿 易抑制的 となってい る.逆 に第2部 門へ 資本 が流入す る場 合 には,自 国の第1財 の生

産 は減少 し,第2財 の生産は増加す る.ま た,外 国の第2財 の生産 は減少 し,比 較優位財 で ある

第1財 の生産 は増加す る.こ の場合 には,両 国の比較優位産業の生産 が,要 素 の国際移動 に よっ

て刺激 され るため,貿 易協定 国全体 で見 た場合 には,資 源 の効率 的な利用 を促 す と言え る.勿 論,

この場合 には要素の 国際移動 が貿易促進的 となる.

厚生経済学的 には どの よ うな帰結 をもた らすだろ うか.厳 密 な分析 は,次 の節 で行 うが,第1
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産業 に特殊 要素 が流入す る場合に何 が起 こっているか をここで確認す る.先 ず第1に,自 国では

第1財 の輸入に対 して関税 を賦課 してい る.こ の ため,特 殊要素 に対す る報酬が国内で過大 に評

価 されてお り,こ の過大評価 された報酬率 で生産要素 に対す る要素支 払いを外 国に対 して行 って

いるこ とに なる.ま た,第1産 業に特殊要素が流入す るため,当 該部 門の生産 を増加 させ て しま

っている.こ れは,輸 入量の減少 を意味す るため,関 税収 入の減少 をもた らしてい る.関 税収入

は,GNPを 構成す る要素 であった.さ らに,第1産 業 の生産 増加 は,一 般要素 で ある労働 を第

2部 門か ら第1部 門へ と移動 させ る.こ れは,自 国 において効率的 な部門か ら非効率 的な部 門へ

の生産要素 の再 配分 であ るため,経 済厚生 を下落 され る向 きに働 く.以 上 の理 由を勘 案す ると,

自国の第一財産 業に資本 流入が起 こる場合 には,自 国の経 済厚生 が悪化す る可能性があ る8).

次節 では,要 素移動 と経済厚生 との関係 につ いて厳密な考察 を行 う.

4.要 素移動 と経済厚生

本節 も,基 本的 には小 国2財3要 素 モデル を使 って考察 を進め るが,関 税率 の変更 な どの政策

変数 と経済厚生 との関係 を評価す る場合 には,DixitandNorman(1980)な どによって応用 さ

れた双対理論 を用 いるのが簡便 である.し か しなが ら,比 較静学 を行 う際の符号の確定 などはモ

デル を主問題 に切 り替 えない とうま く解釈 で きない場合 が多いので,適 宜 第2節 を参照す ること

にす る.

支 出関数 は

e(p、,p、,u)-maX{p、x、+p、x、;u(∬ 、,x、)>u}
xi,xz

に よっ て定 義 され る.あ る価 格 体 系 の 下 で与 え られ た効 用水 準 を達 成 す るの に最 低 限 必要 な支 出

額 を表 す 関 数 で あ る.ま た,GDP関 数 は

9(p、,p,;K,L)=max{p、Q、+p、Q、;Qi一 五(瓦,Li),Σ 罵 一K,ΣLブ ーL}

に よ って 定 義 され る.通 常,GDP関 数 はr(pl,p2;K,L)な ど と表 現 され るが,本 稿 で は 資 本

に対 す る報 酬 率 をrで 表 現 して い る の で,混 乱 を避 け る ため にg(pl,p2;K,L)を 用 い る.与

え られ た価 格体 系 の 下 で,利 用 可 能 な 生産 要 素 を全 て用 いて効 率 的 な生産 を行 っ た場合 に得 られ

る収 入 を表 す.包 絡 線定 理 を媒 介 に して

ae

api-.Z'i(pigpa;u)

ag "°"Qia
pi(pigpz;K,L)

8)特 殊要素の報酬率はふたつの部門ともに自国の方が外国 と比べて割高 となってお り,そ のまま解釈す るとふ

たつの特殊要素 ともに自国に流入させ る方が効率的であ るように も思われるが,そ れは誤 りである可能性があ

ることをすでに見た.で は,何 らかの判断基準はないのであろうか.比 較利潤率に注 目してみ ると,
F_.H

YF<1<Yx
YiYi

となっているので,特 殊要素の収益率に関する 「比較優位」性は自国は第2財,外 国は第1財 にある.こ れは,

第2産 業への特殊要素の流入 を促すべ きであるという判断基準 を与えるものと解釈できるかもしれない.
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ag
aK-r(馳;K,L)

な どが成 り立 つ9).

い ま,第1財 を輸 入財 と して,そ の相 対 価 格 をp,関 税 をtと お く.こ の と き,財 の輸 入 量 は

(θp一勘)で 与 え られ る.ま た,そ れ ぞれ の特 殊 生 産 要 素 が 瓦 だけ 外 生 的 に流 入 す る とす る と,

e(p十',u)=g(p+t,-ll十K1,K2十K2)

十t(θP一 帥)

-9k
、(p十t,κ 「トK1,K2十K2)K1

-gx
,(p+ち 凡+K1,Kz+K2)K2

が 成 り立 つ.左 辺 は一 国全 体 の支 出額 で あ る.右 辺 の 第 一 項 は 国 内 価 格 体 系(pl,ρ2)=(p+t,

1)及 び特殊 生産 要 素(K1+K1,K2+-12)の 下 で生 産 され るGDPで あ る.但 し,K1,KZは 自国 の

保 有 す る特殊 生産 要 素 の 賦 存 量 であ る.右 辺 第 二 項 は 関税 収 入,第 三 項 及 び 第 四項 は 国 内 の 要素

報 酬率 で評 価 した海 外 資 本 に 対 す る要 素 所 得 移 転 で あ る.従 って,右 辺 全 体 はGDPと な る.外

生 変数 の変 化 が 引 き起 こす 経 済 厚生 を評 価 す る ため に,こ の式 を全 微 分 す る と

ε諺+銑 磁ri紹 オ+gK、(z'Kl+gKZdK2

+(9P}、9P)読+'(ePp-gpp)d片tepu(勉 一 聯 κ、必 一tgpK,dK2

-g
x,dKl-g`x、6澱 一κ、(9。、p読+9。1K1必+gKIK、 ・汎)

-K2(gK
、dt+gK、Ki{z'Kl+gK、K、(汎)

さ らに,整 理 す る と

ε。ぬ 一彪P。磁 罵'(θPP-9々P)dt一 噺 κ、dKl-tgpK,dK2

-K
l(gK,pdt+gKFK,dKl+gKIK2dK2)-KZ(gKZdt+gK2K,dK1+gKZK2dK2)

とな り,比 較 静 学 の ため の最 終 的 な式 は

(1-tePuθP)繍 一[t(晦 一 翫)‐Klg`Klp‐T2gK21dt

-[勘 κ
1+KlgKxK、+K2gK、Kz]dKl

-[tg
pK、+KlgKIK,+、 醜9。,K、]dK2

とな る.符 号 条 件 を確 定 す る.先 ず は じめ に,双 対 理 論 を駆使 して経 済厚 生 の変 化 を評 価 す る際

に頻繁 に登 場 す る

(1--tepu)eudueu
の 符 号条 件 を吟 味 す る こ ととす る.Shepardの 補 題 か ら

∬1(p,吻)=ep(p,u)

が 成 り立 つlo).但 し,彫 一e(p,u)で あ り,与 え られ た価 格 体 系,所 得 の 下 で最 大 化 を行 っ た

と きの効 用 水 準 がuと な る こ とを示 す.定 義 よ り

9)詳 細 は,DixitandNorman(1980)等 を参 照 の こ と.

10)こ の 式 を価 格pに て微 分 す る と,Slutsky方 程 式 を得 る.Cook(1972)参 照.
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xl(p,e(p,u))=εP(p,u)

が 成 り立 つ.こ の 両 辺 をuで 微分 す る と

xlmeu=eau(P,u)

従 っ て,

elm-epu/eu

とな り,epu/euが 財1の 所 得効 果 を表 す こ とが わ か った.と こ ろで,所 得 がrnの 時 の 予 算 制約

式 は

(p*+t)xi+x,=・rn

な の で,こ れ をmで 微 分 す る と

(p*+t)xlm+伽;1

従 って,全 て の財 が 正 常 財 で あ れ ば

(・-txlm)一(1-tepue
u)-P・xlm+x2m>・

とな る.こ れで,実 質所得euduの 係数が正 であ るこ とが示せ た.こ こで,特 殊要 素の移動 はな

い もの とすれば,関 税率変更が厚生水準 に及 ぼす影響 は

(1-'弩)du_eudt['(伽 一翫)嘱 ㎞ 一K2gKa

で与 えられ る.右 辺 の第一 項は関税率 の変化が 引 き起 こす貿易量 の変化 であ る.εpp-7pp<0な

ので,も し,当 初 に外 国資本が国 内に存在 しなければ,関 税賦課 は厚生水準 を悪化 させ る とい う

命題 を示す こ とがで きる.ま た,特 殊要素移動が厚生水 準に及ぼす影響 は

　の(-)(-)

(2P泓1-t∈9P)礁 一 一[tgPKt+KlgK,KI+K2gK2K1ト1礁 橘 舞+aY2xzaxl]

ト 　 (-)(-)

(ePux-tθP)dueudK2-一[甑+KlgKiKz+K2gK2K2]一 一[aQlarltaxe+xlaxe+arzKZaK2]

で与 え られ る.gK;=r,な ので 撫 一i糖 となる.こ れ らの式 を恥 て・経済厚生へ の羅

を見 る場合 には・例 嵐 如 一 艶 どの符号条件 が必要 とな る・ これ らの条件 は・第2節

で導 いた ものを用 いる.因 みに,最 右 辺の項 に表1か ら得 ちれ る符号条件 を記入 した.

通常 の2財2要 素 のHeckscher-Ohlinモ デルでは,要 素価格 は要素賦 存 量に は依 存せ ず財 の

価格 のみ で決 まるので,gKiK、=0と な り,

(1-teauθP)dueudK;一 一甑

が成 り立つ・脳 誰 なの綴 本財が 当該国に流入す るとき・第1財 が 資本集約 的であれ1ま

リプ チンスキーの耀 よ りgpK;-aQlax
,〉 ・となるの 欄 榊 がゼ ・でない限 り・ 資本 潮 こよ
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り厚 生水準 は悪化 す る.即 ち,

・通常の2財2要 素小 国モデ ルにおいて,第1財 が資本 集約財 であ り,な おかつ輸入 に関税が

賦課 されていれば,資 本流入 によ り経 済厚生 は悪化 す る

とい う命題が得 られ る.

一般 的な特殊要素 モデルの場合 には
,現 行 の関税率水準や海外 資本 ス トックの存在量 な どに応

じて厚生水準へ及ぼす影響が異 なる.例 えば,第2産 業の特殊生産要素 の外 国保有割合がゼ ロで

あれば,

(epu1-tεP)dueudKl-一[幅+瓦9㎞]

とな るの で,第1部 門へ の 資本 流 入 に よ り経 済 厚 生 が 改 善 す る条 件 は,噺 κ、+瓦9k、x、<0と な

る.従 って,

tgPKf+KlgKiKi一 艦+言 無 駄 瓦 ∂(arlK
1十瓦)-Y1(孟 一瓦転i)<・

但 し・F一 意 ∂(Kl+Kla
rl)は 詩 瀬 素額 の価格弾力性である・

pit<壽 κ ÷ を満たすなら・第1部Fr一 の資轍 は経済厚生を改善する・

つ ま り,関 税率が小 さいほ ど,外 国資本の割合 が多いほ ど,ま た,特 殊要素 需要 の要素価格 弾力

性の値が小 さいほど,資 本流入 によ り厚生水 準の改善す る可能 性は大 きい.つ ま り,関 税が賦課

され ている場合 には,資 本 流入 が無条件に経済厚生 を改善す るわけで はない こ とを示す もの であ

る.

この命題 の含意 は,

・FTAの 第一段 階で 自由化 を行 う際に
,例 外規定 として貿易 の 自由化 を行 わない財 が存在す

るような状況 で,投 資の 自由化 を含む生産要素移動の 自由化 を行 うと経 済厚生が悪化す る場

合があ る

とい うこ とである.

齋藤 ・齋藤(1999)で は,関 税や輸入数量制 限な どの国境措置の場合 しか考察 してお らず 限定

的 な結論ではあったが,そ の基本的 なメ ッセー ジは

・デ ィス トー シ ョンが複数存在す る場合 には,そ の歪み を闇雲 に削減 して も必 ず しも厚生水準

は改善 しない

とい うものであった.上 の命題 は,こ の メッセー ジが生産 要素 の国際移動 を含め た場合 に も当て

はまるこ とを示す ものであ る.上 の命題 で,関 税率 をゼ ロにす ると,厚 生水準 を改善す るため の

条件が常に満 たされ るので,直 観的 に推測で きるように,資 本流 入は経 済厚生 を改善す る とい う

結論が得 られ る.FTAの 例外規定 は,投 資の 自由化 とい う観 点か ら評価 す る と厚生経 済学 的 に

は,必 ず しも正 当化 され るわけではないのであ る.で は,例 外規定 の コス トは,要 素 コス トが外

生的に変化す る場合(少 しずつ変化 す る場合)と,自 由に変化す る場合(瞬 時 に変化 す る場合)
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で どれ だ け 異 な るか を見 てみ よ う.

比 較 静 学 の ため の 基本 式 は

e{p十t,u}一 一g(p十t,KI十KI,K2十KZ)

十'(eP一 飾)

Vol.XXXV,No.1.2.3.4

gxl(p十t,K1十Kl,Ka十K2)1臨 一9κ 、(P十',K1十 κ,K2十K2)K2

及 び,

ri=g"xi(p十t,Ki十KI,Kz十Kz)

γ才=9K、(p+ち κ 、+T1,T2+K2)

で あ る.第2式,第3式 は,そ れ ぞ れ 要 素 報 酬 率 が 外 国 の 水 準 に 外 生 的 に 決 定 さ れ,そ の 水 準 に

応 じ て,特 殊 要 素 で あ る 資 本 の 流 入 量 が 決 ま る こ と を 示 す も の で あ る.

比 較 静 学 を 行 う.先 ず は,基 本 式 を 全 微 分 す る:

ePdt十eudu=翫 漉 十gK、dKl十9K、(澱

+(ep-q≦ ≧}))dt一十一t(epp-9コP)dtL-E-一 云(ヲpz66～♂z6-tgpKIdKl-tgpK2磁

一gK
ldK1-gK2dK2

こ れ を,整 理 し て

(・-temueu)eudu=t(伽 一働)漉 一編 張 一 甑 磁

を得 る.こ のケー スでは特殊要素 である資本 は国内の要素報酬率 と海外の要素 報酬率が均衡 す る

よ うな水準 に内生的に決定 され るの で,要 素報酬率 に対す る条件 を全微分 して

0=♂ げ==gゐ ゆ{ガ十gK;K、oK十gK,κ 、薦(ノ=1,2)

を得 るが,こ れ を整理 す ると,

(dKldK2)一一(gKgK:gKiKKlgK2K:プ(gKgK:adt

となる.従 って,最 終的に経済厚生 を評価 す る式 は

(・tepu8u)eudu‐t(伽 一 師)dt-tgaoKldKl‐tgpK2dK2

-t(epp-_ ..)酬 動 鼠)(豊:1:gK
gK:1:プ(gKgK:二)読

一'卜 幽)+(gpK zgPKz)gKIKlgKIK
gK2KigKzK:/(翻 漉

となる.資 本 の流入量はGDPを 最 大化 す るように決 定 されて い る筈 なの で,GDP関 数 は特殊

要素 に関 して凹 となってい る必要が ある.つ ま り,gKKは 負値定符 号行 列 とな る.従 って,関 税

の賦課 は必ず厚生水準 を悪化 させ る.こ の式 を,資 本移動が外 生的な場合 と比較す ると,保 護の

コス トが
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(gPKigPκ2)(gK

gK:-1KigKiK2gKKIgKaKzgK:二)

だ け増加 して い る こ とが わか る11).

5.ま とめ と今後 の課 題

バ ラッサ教授 の経済統合 の段階説は,は じめ に財の貿易 を自由化 し,そ の後 に生産要素移動 の

自由化や 経済政策の共 同化 を行 いなが ら統合 を深化 させ てゆ くとい うものであった.現 実の協定

内容 を見 ると,経 済統合 の第一段階であ る自由貿易協定において も 「例外規定」 とい うこ とで高

関税の 品 目が 自由化のプ ロセスか ら除外 されていた.除 外 す る理 由には非経 済的な 目的の追求 な

どさまざまな ものをあげ ることがで きるだ ろうが,本 稿 では非経済 的な 目的につ いては考 察 の対

象 とはせ ず,「 例外規定」 とい う言わば財 の貿易 におけ るデ ィス トー シ ョン を前提 として,要 素

移動の 自由化 を行 う場合 の厚生経済学的帰結につ いて吟味す るの を目的 とした.私 たちが以前か

ら取 り組 んで きている 「次善 の理論 」が この場合 に も適用 で きるのだ ろうか検討 したか ったか ら

である.

本稿 で採用 したモデルは2財3要 素特殊 要素 モデル とい うきわめて限定 的なモデルではあ るが,

これまでの研究 で確 認 して きた基本 メ ッセー ジであ る 「デ ィス トー シ ョンが複数存在す る場合 に

は,そ の歪み を闇雲 に削減 して も必ず しも厚生水準 は改善 しない」 が,財 の貿易 と生産要素 の移

動 との間 の関係 で も成 り立つ ことを再確 認 した.

しか しなが ら,本 稿 で触 れ られなか った問題 も多い.ひ とつ は,労 働 の国際移動 を許 した場合

の厚生経済学 的な帰結であ る.ま た,国 内 と国際 間の要素移動 が同時進行 的に進む場合の考 察 で

あ る.バ ラッサの段階説の第三段階 までは,経 済政策 の共 同化 は前提 に されていないため,デ ィ

ス トー シ ョンを補正す る政策 をいか に してデザ インす るか も今後取 り組 まなければな らない問題

である.

地域経済統合 におけ る要素移動の問題 を扱 うとい うこ とが本来 の 目的ではあったが,2国 モデ

ルに限定 して考察 して しまったため,地 域 経済統合 に参加 しない第三 国へ及 ぼす影響 につ いての

考察が欠如 して しまった.齋 藤 ・齋藤(2005)で も確認 した とお り,地 域経済統合 の場合 に は,

統合 に参加 しない第三国へ の排 除効 果 も無視 し得 ない重要 な 「地域経 済統合 の影響」 であるか ら

である.今 後 は,3力 国モデルによる検 討 を先 ず第一の課題 として取 り組 んでゆ きたい.
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附論 国内での産業調整プロセスと経済厚生

比較劣位部 門の関税率 を削減す る場合 の産業調整のプ ロセス と経済厚生 との関係 を追 ってみ よ

う.国 内での調整過程 なので,生 産要素 の国際移動 は許 さない.瓦,K2は 特殊生産 要素 で あ り,
ロ コe

K1+K2=Kニ0が 成 り立 つ もの とす る.

(1)労 働 市 場 が完 全 競 争 的 な場合

R=R(p1,pz,Kl,K2,L)=max{pifi(L1 Kl}+p2f2(LZ;K2);L1+LZ--L}
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rz<r2な らは 亮=-T1>0な の で,

R-a
1Kl+誘 磁1至 五一橘+razz-(ra-Yi)Kz>・

よ って,経 時 的 にGNPの 水 準 は上 昇 して ゆ くの で,経 済厚 生 が悪 化 す る こ とは な い.

(2)賃 金 が硬 直 的 な場合

この場 合 に は,硬 直 的 な賃 金 の水 準 に 応 じてふ たつ の ケー ス を考 え な け れ ば な らな い.第 一 は,

硬 直 的 な賃 金 が,保 護 削減 後 に労働 市場 を ク リアす る水 準 よ りも低 い場 合 で あ る.硬 直的 な賃 金

の水 準 が市 場 を ク リア す る水 準 よ り も低 い の で,硬 直 性 が 経 済厚 生 に影 響 を及 ぼす こ とは な い.

第 二 は,硬 直 的 な賃 金 が,保 護 削 減 後 に労 働 市 場 を ク リアす る水 準 よ りも高 い場 合 で あ る.現 行

賃 金 が下 方 硬 直 的 な場 合 に相 当す る.賃 金 水 準 の フ ロア ー が市 場 を ク リアす る水 準 以上 な の で,

この場 合 に は 「非 自発 的失 業 」 が 存 在 す る.こ の場 合 に つ い て,GNPの 水 準 が ど う推 移 す るか

確 認 す る.生 産部 門の利 潤 関 数 は,

π(p、,p,,K1,KZ,w)=maX{p、x、+p、xa-wL;x、=五(L、;K1),

x2=f2(、L2;K2),ゐ1+五2<L}

で与 え られ る.特 殊 生 産 要 素 に対 す る報 酬 や 労 働 雇 用 量 は

∂πr
Z=∂ 瓦

∂π(
pi,p2,KI,K2,w)Ld=aw

とな る.こ の とき,GNPは

=7F(P1 ,pa,κ,K2,w)+ωLd(p、,p、,-11,TZ,w)

これ を時 間微分 して,賃 金 の硬 直性 の条 件(w=0)を 用 い る と

R-(躯+∂K2KZ+券)+@が 伽 が)滴 畿 瓦+K
2K2+ω が

一(r、-rl)K2+wLd

とな る.各 産 業 部 門 の雇 用 労 働 はMPz(-L;/K;)=w/p;と な る水 準 に決 定 され るの で,経 済全 体

の労 働 の派 生 需要 関数 は,限 界 生産 力 関数 の逆 関 数 を用 い て

Ld(p、,P,,κ,K2,w)=K1(MPi)-1(w/p、)+KZ(MPL)-1(w/p,)

と書 け る.こ れ を時 問微分 して賃 金 の硬 直性 の条 件 を用 い て整 理 す る と

R=(r2-rz)KZ+w({MPL)-1(w/pa}一(MPi)-1{w/pz))Ka

が得 られ る.第1産 業 の方 が 労働 集 約 的 で あ る と仮 定 して い るの で,右 辺 第2項 は負 とな る.

Y1<Y2の と きKZ=-K1>0な の で,右 辺 の 第 一 項 は正,第 二 項 は 負 とな り,産 業 調 整 の 過 程 で

経 済 厚 生 が 悪化 す る場 合 が 存在 す る こ とが わか る.資 源 の完 全 雇 用 を行 わ な い ため,生 産 点 が フ

Rン テ ィ アの 内側 に入 って しま う.

少 し古 いデ ー タで は あ るが,1995年 時点 で のOECD諸 国 の失 業 率 をILOデ ー タか ら拾 っ て み

る と,オ ラン ダ6.6%,ド イ ツ10.0%,ス ウ ェ ー デ ン7.8%,イ ギ リス8.2%,カ ナ ダ10.2%,オ
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一 ス トラ リア9 .5%,ベ ル ギー12.7%,イ タ リア11.9%,フ ラ ン ス12.2%,ス ペ イ ン24.4%,ア

メ リカ合 衆 国5.8%,日 本2.8%と な って お り,10%を 超 え る国 も存在 す る.こ れ らの すべ てが 賃

金 の下 方 硬 直1生に よ って 引 き起 こ され て い るの は考 えに くいが,い ず れ に して も失業 が 存在 す る

上,産 業 調 整 の過程 で経 済厚 生 が悪 化 す る局 面 が 存在 す る と考 え られ る.


